
公 告 

鳥取市役所第二庁舎跡地における飲食・物販サービスの提供事業者選定に係る公募型プロポ

ーザルを実施するので、次のとおり公告する。 

令和５年１０月１１日 

鳥取市長 深 澤 義 彦    

１ 公募の内容 

鳥取市役所旧本庁舎跡地については、「集う、癒し、憩い」をコンセプトに、本市が防災機

能を備えた緑地広場やイベント広場、駐車場を整備することとしている。一方、第二庁舎跡

地については、旧本庁舎跡地の緑地広場等の利便性を高めるとともに、中心市街地活性化に

寄与することを目的に、市有地を有償で借受け、飲食・物販サービス（以下「事業」という。）

を提供する事業者を公募により選定する。（詳細は別に定める実施要領参照） 

２ 事業期間 

（１）施設整備期間 事業者の提案内容を踏まえて決定 

（２）事業運営期間 事業者の提案内容を踏まえて決定 

３ 事業対象地 

（１）所在地及び登記地積 

鳥取市上魚町３５番地１ １６１.１３㎡ 

鳥取市上魚町３９番地  １８６.７８㎡ 

鳥取市上魚町３９番地１ １２３.７７㎡ 

鳥取市上魚町４０番地    ４.００㎡ 

鳥取市上魚町４０番地１  ４８.４１㎡ 

鳥取市上魚町４０番地２  ２９.０５㎡ 

鳥取市上魚町４０番地３  ２４.６５㎡     計５７７．７９㎡ 

４ 事業方式 

（１）契約方式 

    本市は、公募型プロポーザル方式により選定した事業者（以下「優先交渉事業者」とい
う。）に対して、事業対象地を貸付（事業用定期借地権の設定）の方法で契約を締結するこ

ととする。詳細については優先交渉事業者からの提案を踏まえて決定する。 

（２）賃貸借料 

   事業者は、事業対象地に係る賃貸借料を提案すること。なお、本市では賃貸借最低価格



を年額１，５０４，６４６円として設定する。 

（３）施設の建設及び所有 

   事業者は、公募型プロポーザルにおいて自らが提案した内容について、本市との協定等

に基づき、自らの責任及び費用により施設を建設し所有することとする。その際、事業者

は関係機関・諸官庁との協議、近隣住民への説明、各種許認可申請手続などを自らの負担

により行うものとする。 

（４）施設の維持管理及び運営 

   事業者は、公募型プロポーザルにおいて自らが提案した施設の維持管理・運営を行うも

のとする。 

（５）施設の解体・撤去、事業対象地の返還 

   事業者は、契約で定める期間終了日までに、自らの責任及び費用負担により施設を解体・

撤去し、借受前の状態に復旧し、事業対象地を本市へ返還するものとする。ただし、残す

ことで今後の土地活用が有利となる設備については、本市と事業者とで協議の上、撤去す

るかどうか判断することとする。 

（６）賃貸借期間終了後の再契約 

   事業者は、期間満了後も事業対象地を引き続き事業内容どおりに使用することを希望す

る場合は、あらかじめ再契約について本市と協議するものとする。 

５ 参加資格 

この公募型プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

（１）本事業を効果的かつ安定的に運営することのできる法人又はその他団体（以下「法人等」

という。）であること。（法人格の有無は問わない。また、個人での参加は不可とする。） 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。 

（３）公告の日から企画提案書の提出期限までのいずれの日においても、鳥取市入札参加資格

者指名停止措置要綱（平成２５年４月１日制定）に基づく指名停止措置（同要綱附則第４

項の規定による指名停止措置を含む。）を受けている期間がない者であること。 

（４）公告の日から企画提案書の提出期限までのいずれの日においても、会社更生法（平成１

４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者でないこ

と。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団又はその利益となる活動を行う者でないこと。 

（６）事業運営に関し、各種関係法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、

これらを受けている者、又は今後必要な時期までに受ける見込みのある者であること。 

（７）市税、都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がない法人等であること。 

（８）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする法人等でないこと。 

６ スケジュールの概要（予定） 



募集要項公表：令和５年１０月１１日（水） 

質問受付期間：令和５年１０月１１日（水）～令和５年１１月８日（水）まで 

質問への回答：質問を受けた日から原則５日以内に公表 

企画提案書等受付期間：令和５年１０月１１日（水）～令和５年１１月１５日（水）まで 

プレゼンテーション提案審査：令和５年１１月２１日（火）予定 

優先交渉権者決定：令和５年１２月頃 

基本協定及び貸付契約締結：令和６年１月頃 

７ 実施要領の配布 

本件、公募型プロポーザルの実施要領（以下「実施要領」という。）は、次により配布する

ものとする。    

（１）配布期間 

   令和５年１０月１１日（水）午前９時から同年１１月１５日（水）午後５時まで 

（２）配布場所 

   鳥取市公式ウェブサイトからダウンロードすること。 

   鳥取市公式ウェブサイト URL:https://www.city.tottori.lg.jp 

   ※直接配布及び郵送での配布は行わない。 

８ 質問・回答に関する事項 

（１）質問受付期限 

令和５年１１月８日（水）午後５時まで 

（２）提出方法 

質問書に記載の上、電子メールで送信すること。 

（３）提出先 

１２ 担当部署に記載のメールアドレス又は番号 

（４）質問への回答 

質問を受けた日から原則５日以内に、市公式ウェブサイトに回答を掲載する。 

９ 参加申込及び企画提案書等の提出 

  本件公募型プロポーザルに参加を希望する事業者は、参加申込書及び関係書類を次により

提出するものとする。 

（１）受付期間 

令和５年１０月１１日（水）から同年１１月１５日（水）までの日（鳥取市の休日を定

める条例（平成元年鳥取市条例第２号）第１条第１項に規定する鳥取市の休日を除く。）の

午前９時から午後５時まで 

（２）提出方法 

   １２の担当部署に持参又は郵送（郵送の場合は、書留郵便に限るものとし、受付期間内

に必着のこと。）すること。 



１０ 企画提案書の審査等 

  提出された企画提案書等について、本市が別に設置する選定委員会において、企画提案の

内容、事業の実施能力等を総合的に審査し、最優秀提案者を選定するものとする。 

１１ 契約の締結 

選定した最優秀提案者と本市が協議し、本事業に係る仕様を確定させたうえで、契約を締

結するものとする。 

なお、選定した最優秀提案者と本市との間で行う、仕様の詳細事項について協議が整わな

かった場合には、審査結果において順位点が次に高い提案者と契約締結の交渉を行うものと

する。 

１２ 担当部署 

  〒６８０－８５７１ 

鳥取市幸町７１番地 

鳥取市総務部財産経営課（鳥取市役所本庁舎４階） 

ＴＥＬ：０８５７－３０－８１３１ 

ＦＡＸ：０８５７－２０－３９４８ 

電子メール：zaisan@city.tottori.lg.jp 

１３ その他 

（１）参加申込書及び企画提案書の作成、応募、プレゼンテーション等に要する費用は、応募

者の負担とする。 

（２）提出された書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

（３）提出された書類は、法令等に定めがある場合を除き、提出した者に無断で本プロポーザ

ル以外の用途に使用しない。 

（４）その他詳細は実施要領による。 


